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1．はじめに
　わが国の地域レベルでの国際交流は従来から自治体，市民団体などによっ
て各地で活発に行われてきた。世界中の各都市が互いに手をつなぎ始めたの
は第二次大戦後のことで，日米問では1995年の長崎市とミネソタ州セントポー
ル市の姉妹提携が第一号である。現在では米国と姉妹都市関係にある日本の
自治体は300を超え，日米どちらにとっても互いに最大の提携相手国となっ
ている。また，50年代，60年代には多くの日本の学生や研究者がガリオワ資
金やフルブライト留学生としてアメリカを訪れ多くの恩恵を受けた。
　こうした米国に対する一般市民の親近感にもかかわらず，近年地域の国際
化かすすむ中で途上国特にアジアに対する関心が急速に高まってきており，
米国との交流の存在感が次第になくなりつつある危惧も感じられる。しかし，
日米間の相互依存性が深まる中で地域ベレルでの相互理解，相互協力の必要
性は益々高まってきており，貿易摩擦など国家レベルの対立問題が生じても
市民同士の固い絆が断ち切られることはないだろう。
　こうした中で国際化に対応していくには，自分の住んでいる地域の相対的
位置を客観的に認識することが必要であるとの観点から，栃木県における地
域レベルの国際化と米国との交流活動について調査研究をした。
　栃木県は関東地方の北部に位置する内陸県で，従来はやや閉鎖的社会で国
際交流は必ずしも活発とはいえなかった。しかし，近年世界情勢は大きく変
化し，交通，通信手段の急速な発達により，人，もの，情報の流れは地球的
規模で行われるようになり，国際的な相互依存関係はより一層緊密になって
きている。このような中で国際化の進展を新しい時代の風潮として捉え，21
世紀に向けて「世界に開かれ，世界に貢献する栃木」を創造することとして
いる。
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皿、県の概況
　栃木県は，関東地方の東北部に位置し，東は茨城県，西は群馬県，南は茨
城，埼玉，群馬の3県に，北は福島県に接し，首都東京からは60～160kmの
範囲に位置している。面積は，6，408．28km2（全国20位），東西約84km，南
北約98kmのほぼ楕円形で，関東地方ではもっとも広大な県である。
　交通は，県を南北に貫く形で東北自動車道，国道4号線の広域幹線道路が
走り，東西方向には，国道50号線が県南部と茨城県，群馬県を結んでいる。
鉄道は，南北の幹線としてJ　R東北本線，東北新幹線により首都東京と結ば
れている。一方，東西の幹線としてJ　R両毛線・水戸線があり，群馬県と茨
城県を結んでいる。人口は，1994年現在1，983，025人で，70年代までは増加
率が年平均1％を超える高い伸びを示してきたが，近年，出生数などの減少
により年平均0、6％前後の増加率で推移している。
　本県経済は，わが国の経済発展と相まって，1960年代後半から進めてきた
工業化政策による工業団地の整備や近年の先端技術産業の立地などにより順
調な成長を続け，県民所得水準の向上や雇用機会の創出，地域社会の活力の
維持に大きく寄与してきた。
　しかし，近年，バブル経済崩壊の影響や円高の進行から，本県経済は厳し
い状況となり，1982年度以降一貫して上昇してきた県内総生産は，1992年度
には6兆7，872億円（1985年度価格）で11年ぶりのマイナス成長となった。
これを経済成長率（県内総生産の増加率）でみると，1985年度から1991年度
までの6年問の年平均成長率は，国の4．7％を上回る5．0％という高い水準を
維持してきたが，92年度には対前年比マイナス2．5％となっている。本県の
産業構造を，産業別の県内総生産の推移でみると，第1次産業は減少，第2
次，第3次産業は年度問に若干のばらつきはあるものの増加を続けてきた。
本県の産業構造は全国と比較してみると，第2次産業，特に製造業の割合が
圧倒的に高くなっており，このことが本県経済が景気に敏感に反応するとい
われる一因となっている。
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　就業構造の推移をみると，工業開発の進展により第2次産業の就業者割合
力贈加してきたが，経済のソフト化・サービス化に伴い，第3次産業の就業
者割合も増加してきる。
皿．県の国際交流の現状
　最近の国際化の著しい進展に伴い，本県の経済や社会，県民の日常生活に
おいても世界の動きとより一層深いかかわり合いを持つようになってきてお
り，世界各国と日本との人，もの，情報などの交流は著しく深まってきた。
海外渡航者はここ数年全国平均と同様のパターンで漸増傾向にあり，1993年
末には145，735人で，渡航先としては1位が米国で3割強，次いで韓国，香
港，台湾の順となっている。
　また，県内で登録している外国人の数は1994年末では，19，000人余となり
県民の1％を占める状況である。県内大学への留学生についても，93年5月
現在，25力国256人に達し，中では中国が最も多く123人で次いで台湾の41人
であるが年々増加の傾向にある。
　現在，県内には100余の交流団体があり，それぞれの創意工夫により，各
種の交流活動を展開し，地域の国際交流に大きく寄与している。
　また，県や市町村，民間団体や企業などが一体となって設立した（財）栃
木県国際交流協会では，県民一人ひとりの国際交流を目指して各種の支援や
交流事業を行っており，民間交流の中核的な役割を果たしている。
　市町村においては，17の市町が，26の都市と姉妹都市等により交流をして
いるほか，多くの市町村においても，交流活動が広がってきている。
　一方，企業問の交流も活発になってきており，海外で事業を展開している
県内企業も急速に増加している。1994年の海外進出企業の数は91年の2倍以
上であり，進出地域は中国が最も多く次いで米国，香港の順になっている。
また業種別では，製造業が圧倒的に多くその中でも電気機器，次いでプラス
チック・ゴム，一般機器となっており，それ以外ではサービス業が約5％を
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占めている。
　1993年の栃木県輸出入動向調査によれば，92年度の輸出額は前年度に対し
3．4％増の1，912億円となった。輸出仕向地では，北米地域は2，777億円で，
前年比で15．7％増となり，構成比は37．7％で4年連続で最多輸出先となって
いる。輸入仕入地別では，大部分の地域で減少した。アジア地域は，前年度
比11．3％の減となったものの，697億円となり，構成比は36．4％で，本調査
において，はじめて最多仕入地となった。北米地域は，685億円と前年度比22．
2％の減で，構成比は35．8％となり，前年度の第1位から後退した。
　今後とも，国際化の進展と日本の国際社会における役割の増大に伴い，こ
れらの増加傾向はますます拍車がかかるものと予想される。
　県においては，国際化へ向けての人材育成や（財）栃木県国際交流協会へ
の支援など国際交流推進のための条件の整備を進めるほか，技術研修員や留
学生の受け入れなどの国際協力活動や，地域の国際交流の契機となるよう中
国やフランス共和国との友好交流を行うなど幅広い活動を展開している。
　このように本県における国際交流は，行政，民間などのいろいろな分野で
取り組まれているが，地域レベルの国際交流が始まってまだ日が浅いことも
あり，県民の国際交流への理解や交流活動などへの参加，また，外国の人々
が地域社会の中で生活するための環境づくりなど，まだ十分とはいえない。
今後，地域における国際化が加速度的に進むなかで，更に積極的な国際交流
の推進が必要とされている。
IV．県の国際交流の推進と国際交流事業
　栃木県では1986年に国際交流課（県民生活部）を設け，そこを窓口として
国際交流事業を続けてきているが，1993年に「とちぎ新時代国際交流推進プ
ラン」を策定し，次の5つの項目を柱としてかかげている。
　（1）国際性豊かな人づくり
　（2）国際化時代に対応した地域づくり
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　（3）国際交流活動の推進
　（4）国際協力活動の推進
　（5）推進体制の整備・充実
その具体的な推進プランの中には次のようなものがある。
・国際理解のための情報等の提供
・交流機会の拡充
・地域リーダーの養成・確保
・教育の充実
・県，市町村，民間団体の交流活動の推進
・技術研修員・留学生の受け入れ・支援
・海外協力活動等への支援
交流事業の主なものの中からいくつか簡単に紹介すると
国際交流団体育成事業
（財）栃木県国際交流協会の充実・強化
国際交流ネットワーク整備事業
国際情報収集提供事業
中国漸江省，フランス共和国ヴォークリュウズ県との友好交流事業
外国青年招致事業　などがある。
財団法人栃木県国際交流協会の設立
　1986年栃木県国際交流懇談会から「本県の国際交流を行政・県民が一体と
なって推進する中核的な役割を持つ国際交流協会の設置を検討する」という
提言があり，これを受けて県民参加による幅広い国際交流活動を推進するた
めの組織として，1988年10月に（財）栃木県国際交流協会が設立された。1990
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年1月には，自治大臣から「地域国際化協会」として認定された。
　協会の基本財産は目標3億円（内訳　県　1億2・干万円，市町村　6千万
円，民間　1億2千万円）であり，94年度の予算規模は，217，915千円で事
業内容は次の通りとなっている。
国際交流振興事業
①情報収集提供事業（国際ライブラリーなど）
②広報出版事業（機関誌「とちぎ国際交流」の発行など）
③交流交歓事業
　・とちぎインターナショナルフェスティバル
　・食文化体験交流会
　・日仏青少年短期研修事業
④研修事業（外国語講座，日本語講座，外国文化紹介，国際交流教養講座等）
国際交流相談事業
①国際交流事業
②ボランティアバンク運営（ホームステイバンク，インタープリターバンク，
　文化交流サービスバンク）
V．米国との交流の担い手および活動状況
・市町村の姉妹都市交流
1。宇都宮市
　1992年7月宇都宮市長以下25名の代表団がタルサ市（オクラホマ州）を訪
問し25力国約千名が出席した全米姉妹都市国際会議の席上で，姉妹都市提携
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の調印をした。発端は1984年タルサ市ワシントン高校の日本語教師池野ノブ
氏の紹介で宇都宮北高校とワシントン高校が姉妹校の交流を始めたことで，
その後タルサ市長から姉妹都市の提携を希望する旨の手紙が届き交流が始まっ
た。市民レベルでの友好交流が続いた後，93年に第1回市民訪問団を派遣，
タルサ市の招待でタルサ・ランに選手が参加，宇都宮市役所の職員研修の一
環として同市の行政視察などを行い，94年に宇都宮・タルサ協会が発足した。
その後も短大生，中高校生などが相互訪問し，現地の学校に通いながら市民
としての友好交流を深めている。
2。足利市
　1990年10月スプリングフィールド市（ノリノイ州）と姉妹都市協定を締結
した。交流のきっかけは，1986年中学生の英語指導助手（ALT）として1
年間足利市に滞在したリンダ・ベノイトさんが，スプリングフィールド市出
身であり，帰国後紹介の労をとったのが始まりで，1988年スプリングフィー
ルド市長から「友好関係を結びたい」との親書が届き友好交流が始まった。
　中学生の訪米団派遣と訪日団の受け入れを相互に行い，ホームステイなど
を通して交流を深めている。そのほか，作品交流，市民レベルの交流，教師
の派遣なども続けている。
3．佐野市
　1992年から交流を続けてきたランカスター市（ペンシルベニア州）との間
に94年10月姉妹都市締結がなされた。発端は佐野市出身の寺沢芳男前経済企
画庁長官の仲介で交流が始まり，ランカスター市250年祭に佐野市長が招待
を受けて訪問，佐野市の市政50周年記念式典にランカスター市の教育委員長
が来訪，両市の中学生が相互に訪問したり交流が続いてきた。また，ランカ
スター市からこの二年間で6人の外国語指導助手（ALT）が派遣されてき
ている。1994年佐野市からの市民訪問団（50人）がランカスター市を訪れ締
結調印式を行った。当面は教育文化交流を重視し，市民レベルの相互理解と
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友好親善を深めていくとしている。92年6月に佐野市国際交流協会を設立し，
広く市民に国際交流ボランティァとしてホストファミリーの募集をしたり，
国際交流フェスティバルを開催するなど活発に活動を続けている。
4．日光市
　1966年パームスプリング市（カリフォルニア州）と交流を開始し69年7月
に協定を締結し，相互訪問など友好交流を続けてきたが漸次疎遠となり現在
はほとんど交流は行われていない。日米両国の行政組織の相違から継続が困
難な状況となった。
5．今市市
　市内在住の大南兼一氏（ウエスタン村村長）が1991年ラピッド市名誉市民
となり同氏よりラピッド市（サウスダコタ州）の市長が今市市との交流を望
んでいる旨が伝えられ交流が始まった。92年ラピッド市のロータリークラブ
と今市きぬロータリークラブが交流を開始，93年姉妹ロータリー提携書に調
印した。その後，中・高生の派遣，受け入れをはじめとする交流を続け，94
年11月，市制施行40周年記念式典行事と合同で姉妹都市調印式を行った。95
年には，市内小中学校の教員をラピッド市に派遣し，教育事情の視察，及び
教育関係者との交流を図っている。又，2月には市内ウエスタン村に建設中
のMt．ラシュモアのキャンペーンのため報道関係者など約100名がラピッド
市を訪問した。
6．真岡市
　1988年10月グレンドーラ市（カリフォルニア州）と姉妹都市締結をした。
真岡高校の吹奏楽部の部員とカリフォルニアの高校生との交流がきっかけと
なって，主に教育交流が続いている。1990年グレンドーラ市の中学生と真岡
東中学校が姉妹校となり相互訪問を実施し，体験学習を通して語学学習や友
好を深めている。
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7．馬頭町（那須郡）
　1993年4月ホースヘッズ村（ニューヨーク州チェマング郡）との姉妹都市
提携盟約書に調印した。交流は1988年栃木県町村議会議長会主催アメリカ・
カナダ視察研修参加時，藤田副議長がニューヨーク州にホースヘッズ村（馬
頭町）のあることを知り，町長に報告したことから始まる。その後両町村民
の親善訪問団による交流，中・高校生の海外体験学習派遣団の訪米など交流
が続き，今後の教育・文化・産業・経済面での交流親善を約束する姉妹都市
締結を行った。更に，94年には両教育委員会の問で姉妹都市教育委員会提携
を締結し，今後相互の町村の学校における様々な交流を約束した。
8．南那須町
　「大草原の小さな家」の原作者ローラ・インガルス・ワイルダーの生家が
南那須町の牧場に復元されたことが縁で，メノモニー市（ウィスコンシン州）
と姉妹提携を結んだ。生家を復元させたのは，同町の酪農家柳沢秀一さんで，
全国のローラ・ファンに呼びかけたり様々な人の援助があって，89年に完成
した。これがきっかけになり，ウィスコンシン州の駐日事務所の働きかけで
姉妹都市の話が持ち上がった。ローラの生誕地ペピン村との姉妹提携を希望
していたが，南那須町とほぼ同規模の近くの村メノモリー市が代わりに選ば
れた。94年7月に姉妹協定を締結し，中・高校生の相互交流を行っている。
またサマーキャンプや各種イベントで町民との交流を深め国際協調精神の高
揚を図っている。ペピン村の小さなローラ博物館には，南那須町の町民から
贈られた折り紙や地元紙の記事も展示されている。
・教育交流
県教育委員会
栃木県教育委員会では高校における英語教育充実のため米国人英語教員の
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招聰を計画，アーラム大学（インディアナ州　リッチモンド市）のベイリー
教授の推薦を得て，1978年からアーラム大学の卒業生を1～2名宛受け入れ
ている。また，79年からアーラム大学の米国教育文化講座へ県内の教員を派
遣している。国際理解のための高校生海外派遣事業として，インディアナ州
やオハイオ州の高校に県内高校生を派遣し，またそちらの高校の生徒を受け
入れ国際理解教育の一層の充実を図っている。
　県立高校における国際交流の交流相手先がアメリカ合衆国の高校であるの
は，宇都宮北高校だけで同校はロングビーチ・ポリテクニク高校（カリフォ
ルニア州〉およびブーカーT．ワシントン高校（オクラハマ州）と姉妹締結
している。いずれも学校訪問とホームステイによる交流を行っている。
大学・短大などの交流
宇都宮大学
　県内で179人15力国という最多の留学生が在学している宇都宮大学では，
中国からの留学生が75％以上を占め次いでマレーシア，韓国，台湾と続きア
メリカからの留学生は受け入れたことがない。
自治医科大学
　1977年からコーネル大学のFALCONプログラム（アジアの言語の集中学
習プログラム〉の学生（大学院生）を毎年6，7名受け入れている。滞在期
間は約1週問で学生寮に宿泊し，講義に参加し学生と交流している。
　なお，同大学は中国医科大学，北京医科大学とは姉妹校の関係にあり，共
同研究をはじめ研究者や大学院生の受け入れを行っている。
白鴎大学
　1986年開学以来，留学生によるシンポジュームを白鴎女子短大と共催で毎
年行っている。参加資格は現在日本の学校（高校，専門学校，大学，大学院）
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に留学している17～30歳の者で在日5年以内となっている。毎年応募者は25
～50人（9力国～13力国〉程度である。原稿審査の結果11～13人（7力国～
9力国）がシンポジュームの出場資格を得，自分の主張を5分間日本語でス
ピーチした後会場からの質問に答えるという形式で，年を重ねるごとに会場
も盛況を呈してきている。アメリカ人学生は，ほぼ毎年1名参加している。
　また，94年8月第1回のニューヨーク研修を行った。経営学部，法学部の
学生30名がペイス大学（ニューヨーク州）と提携した二週間の研修プログラ
ムに参加した。研修の内容は，政治，経済，法制度等の日米比較のレクチャ
ー， 企業訪問，ニューヨーク証券取引所の見学などである。訪問先のペイス
大学はきわめて協力的で，将来は一方的に白鴎大学から受け入れるだけでな
くペース側からも研修生を送って相互に学生交流をしたいとの意向を表明し
ている。
白鴎女子短期大学
　1974年より当時姉妹提携を結んでいたハワイのシャミナード大学との交流
のため毎年夏期休暇中にハワイ研修を行っている。現在はシャミナード大学
の経営母体が代わったため同大学との交流はないがハワイ研修はカナダ研修
とともに毎年行われている。
・民間交流団体
A　F　S栃木県支部
　1954年第1期年問留学生を派遣し，以来95年の14名を加え計147名を各国
に派遣している。派遣先は1980年代まではアメリカが圧倒的に多いが，80年
代後半からマレーシア，オーストラリア，ニュージーランド，ベネゼーラな
ど非常に多方面にわたっている。1976年に米国より2名の年問留学生を宇都
宮女子校と真岡女子校に迎えて以来，受け入れ留学生の数が増し現在では毎
年8－10名が県内の高校に在籍し，日本の家庭生活を体験している。年間プ
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ログラムとして留学生オリエンテーション，高校生国際交流キャンプ，
「AFS　Letterとちぎ」の発行，受け入れ留学生お別れ会などを行っている。
（財）ラボ国際交流センター栃木地域会
　1972年にスタートしたラボ国際交流の栃木県支部として，米国4Hクラブ，
キリスト教メノナイト協会，デモレイ（米国青少年育成団体），ワシントン
・ミューチュアルグループなどと提携し，相互交流を行っている。栃木県か
らは94年に33名，95年に31名が参加している。
この他単発事業であるが，興味深い事業を紹介すると
　1991年11月　小山市の高校生とテキサス州リチャードソン市の高校生が富
士通小山工場の仲立ちで，テレビ会議システムを使っての交流会を行いお互
いの高校生活を紹介しあった。1984年富士通アメリカが伝送無線機の製造工
場をリチャードソン市につくり，国内の通信機主力工場である小山工場との
交流を続けていた。工場同士から市レベルヘと交流を深めようと高校生交流
の会を計画し，両工場のテレビ会議システムを使っての開催となった。太平
洋の海底ケーブルで結ばれたテレビ画面を通してお互いの暮らしぶりや進路
をテーマに討論を進め，2時問にわたって国際交流を深めた。
斑．地域レベルでの対米交流活動促進のための課題と提言
　栃木県における国際化の現状と国際交流の状況をみてきたが，対米交流だ
けに限らず現在行われている姉妹都市の締結や青少年の交流，各種イベント
などの国際交流事業は行政指導で行われているものが比較的多く，その中で
民問との協力関係がうまく構築されたものが継続性があり交流が深まってき
ている。このような事業を進めていく上で行政がリーダーシップを発揮する
ことは事業の効率も良く予算の裏付けもあるので交流を軌道に乗るまで継続
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的に実施していくためには必要なことであろう。ただ中には，せっかく姉妹
提携の調印を行い当初は活発な交流があったものの，日米の行政組織の違い
からトップの交代などがあった場合後任者にうまく継承されず，だんだん疎
遠となり交流が途絶えてしまった例もある。
　相互訪問や青少年の交換事業に対しても資金力や専従スタッフをもつ自治
体のバックアップのある日本では比較的多人数が継続的に事業に参加できる
が，行政の援助がなく全くの個人のボランティアに支えられている米国から
の市民の訪日は経費や運営の面でなかなか容易でなく，特に昨今の円高傾向
の中でやや一方通行になっている例もあった。また民問団体だけの交流では
特定の個人に非常な負担がかかったりして経済的にも無理があり，官民がど
う協力しあうかが今後の課題であろう。
　しかし中には個人的な人問関係をパイプとして地域間交流に発展していっ
た例も少なからずあり，北関東にある栃木県という地方都市と米国の一地方
都市との問に親密な友好関係が生まれて，地域レベルでの国際交流が自然な
形で育まれつつある。こうした例では行政と民問が対等なパートナーシップ
をもって協力しており最も望ましい交流の型であると思われる。
　対米交流という見地から県内の国際交流をみると，米国との関係は一番歴
史も長く，国際交流の多くはかつては米国との交流に始まっていたが，現在
の人々の関心は近隣のアジア諸国や途上国へと移ってきているのが現状であ
る。もっとも第二次対戦後の米国との緊密な関係やまたその頃の時代の影響
を多く受けた中高年齢層には依然としてアメリカは最も身近な外国であり大
きな親近感を抱いていることは事実であるが，姉妹都市や姉妹校の提携先と
しては今や主流ではなくなってきている。しかし，県や市町村においても対
米交流の必要性は認識されており，英語教育の面ばかりでなく地域住民が多
くのアメリカ人と多くの分野で交流し合うことを期待している。
　今や漠然とした友好や親善という面だけでなく地域の特性を活かした特色
ある交流が求められている。例えば，南那須町の「ローラの家」の復元や今
市市の「マウント・ラッシュモアのレプリカ」の建設のように観光資源を共
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有したり，姉妹都市交流の中から商工会議所同士の交流やロータリーやライ
オンズクラブなどのボランティア交流などが生まれている。国際ロータリー
第2550地区では留学生の派遣や受け入れ事業の他に，ポーランドの学生，チェ
コの学生に1年間のアメリカ留学のための奨学金を送り喜ばれている。
　多くの市町村で行われている青少年の海外派遣事業は地昧ではあるが着実
な効果が上がっているようである。それまで外国との接触などほとんどなかっ
た生徒たちがアメリカ合衆国という大きな国の一地域を訪問したことで，日
米の歴史，文化，習慣の違いをまた人問としての共通の心情などを肌で感じ
国際理解教育の実を挙げているものである。参加者の体験記を読むと，ある
者は学校の授業風景の違いに驚き，ある者はホームステイの家族の暖かさに
感動し，最も大きな不安であった言葉もたとえ英語はつたなくても意思を伝
えることができた喜びを書いている。この貴重な体験で生徒たちは積極性，
視野の広さや学ぶことの楽しさを体得したようである。ただ，期間の制限が
あるため，盛り沢山の行事日程にホストファミリーとの充分な時問がとれな
いとの不満がホームステイ受け入れ側からもきかれた。
　また，地域の国際交流員や国際交流協会のスタッフが積極的に活躍してい
る市町村では住民参加の交流が活発に行われている例からみても，国際交流
を専門とする人材の育成が大きな課題であろう。
　今後の日米交流のあり方としては友好交流だけに留まらず，地球レベルで
の解決が必要な共通の課題や問題点にしぼって協力し合うことが求められて
いる。
　人口問題，環境問題，食料問題，男女平等に関する問題などいずれも21世
紀を迎えるに当たり差し迫った共通の課題であり，これは日米問だけでなく
開発途上国も加えた三力国またはそれ以上の複数国間の協力ではじめて成し
遂げられることであろう。
　国際交流を通して世界のことを学び，外国の人々にも栃木県という地域を
通して日本を理解するなど相互理解が深まることにより，県民一人一人に国
際コミュニティーにおける一員としての認識が生まれ，ひいてはこのことが
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日本社会における閉鎖性や外国との摩擦の解消に役立って，世界の平和と繁
栄に貢献することにつながるのだと思う。
参考資料
とちぎの国際交流（栃木県）
栃木県の輸出入動向（栃木県）
海外事業活動調査報告書（財　栃木県中小企業情報センター）
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